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令和６年度 第７回庁議要旨 

日時：令和６年７月９日（火） 

午前９時１０分～午前９時３５分 

会場：庁議室 

[審議事項]  

１ 東京都渋谷区との災害時相互応援に関する協定締結について（総務部） 

  大規模災害時には、応急対策、復旧対策等、迅速な災害対応が必要とされることから、関係各機関

との災害時応援協定の締結が望まれている。 

  先般、東日本大震災からの復旧・復興に際し多大な支援をいただいた東京都渋谷区より、災害時に

おける相互応援に関する協定を締結したいと申出があり、協定内容等について協議を進めてきた。 

同区との協議が調ったことから、協定を締結し、災害時における救援物資の提供や職員派遣等、相

互に応援を行うことにより、住民の生命の安全と生活基盤の確保を図るもの。 

 

(1) 主な内容 

  ア 協定内容 

  渋谷区と石巻市は、いずれかの区域で地震等の災害が発生し、独自では十分な応急措置が実施

できない場合において、災害対策基本法第６７条第１項に規定する趣旨及び友愛的精神に基づき、

相互に応援することについて協定を締結する。なお、応援の内容は次のとおりとする。 

① 被災者の救援、医療、防疫並びにこれらを行うための施設の応急復旧等に必要な資機材及び物

資の提供 

② 食料、飲料水、生活必需品及びこれらの供給に必要な資機材の提供 

③ 救援及びその他応急復旧活動等に必要な車両等の提供 

④ 救援及びその他応急復旧活動等に必要な職員の派遣 

⑤ 被災者を一時収容するための施設の提供及び斡旋 

⑥ 前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項 

イ 協定締結期間 

  協定締結の日から令和７年３月３１日まで（１年ごとに自動更新）とする。 

 

(2) 今後の予定 

  令和６年８月１日 協定締結式 

 

２ 令和６年度の公共交通利用促進デーの実施について（復興企画部） 

 令和３年度末に策定した「石巻市総合交通計画」の施策として、モビリティマネジメントの推進を

目的に、令和４年７月から１２月までの６か月間、毎月第４金曜日に、本市職員が積極的に公共交通

を活用して通勤する「公共交通チャレンジデー」を実施した。 

 また、令和５年６月から令和６年３月まで、毎月１日以上を目標に、任意の金曜日に本市職員が積

極的に公共交通を活用して通勤する「公共交通利用促進デー」を実施したが、参加者数の低迷が課題

となった。 

 令和５年度の結果を踏まえ、一部実施内容を変更して本取組を継続することで、参加者数の増加を

図り、今後は市全体へ本取組を浸透させていく。 
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※ モビリティマネジメント 

 過度に自家用車に頼る状態から、公共交通や徒歩等を含めた多様な交通手段を適度に利用する状態

へと少しずつ変えていく一連の取組のこと。 

 

(1) 主な内容 

   本市職員が鉄道やバス等の公共交通を用いた通勤を積極的に行う「公共交通利用促進デー」を下

記内容に変更の上、継続して実施することにより、本市の地域交通の維持に対する職員の意識向上

を図るとともに、全市的なモビリティマネジメントの推進に役立てていくもの。実施期間中のいず

れかの月において対象職員の参加率８０％超を目標とする。 

 令和６年度 令和５年度 

１ 対象職員 

※  令和６年

度は普段

公共交通

を利用し

て通勤し

ている者

を含む。 

行政職の一般職員等（任期付、再任

用、派遣職員、会計年度任用職員を含

む。） 

※ 下記のいずれかに該当する者は

対象外とする。 

①勤務先から自宅が２㎞以内の

者 

②自宅又は勤務先から駅又はバ

ス停まで１ｋｍ以上ある者 

③往復の通勤時間帯に乗車でき

る公共交通がない者 

④個人の事情から自家用車等で

の出勤が必要な者 

行政職の一般職員等（任期付、再任

用、派遣職員、会計年度任用職員を含

む。） 

 

２  公共交通

利用促進デー

の設定 

毎月第４金曜日（祝日等の場合はそ

の前日）に公共交通を活用した通勤を

行う。 

※ 当日都合が悪い場合は、同じ週

の任意の日に実施する。 

毎月１回以上任意の金曜日（祝日等

の場合はその前日）を選択し、公共交

通を活用した通勤を行う。 

３ 実施期間 令和６年７月から 令和５年６月から令和６年３月ま

で 

４  課題及び

成果の検証 

① 対象者の把握のため、各所属にお

いて、所属職員の普段の通勤方法等

を確認の上、復興企画部地域振興課

に報告する。 

② 毎月各所属において、対象職員の

公共交通利用促進デーにおける通

勤手段を、復興企画部地域振興課に

報告する。 

③ 地域振興課は、年度末に各所属に

対し実施結果の調査（実施できなか

った理由等）を行い、課題及び成果

の検証を行う。 

① 各所属において、所属職員の普段

の通勤方法等を確認の上、復興企画

部地域振興課に報告する。 

② 毎回参加者が直接、公共交通利用

促進デーにおける通勤手段を、復興

企画部地域振興課に報告する。 

③ 地域振興課は、年度末に職員を対

象としたアンケート調査を行い、課

題及び成果の検証を行う。 

 

※ 通勤手段を変更することにより発生する交通費は支給しないものの、職員の積極的な参加に 

ついて協力をお願いする。 

※ 本事業への参加により事故等が発生した場合については、一部通勤経路に変更が生じているも

のの、市の施策に基づくものであることから、通勤災害の対象として取り扱うものとする。 

 

(2) 今後の予定 

令和６年７月        職員通勤方法実態調査 
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７月～       令和６年度公共交通利用促進デーの実施（毎月第４金曜日） 

毎月の参加者数の報告・集計 

令和７年２月～３月     実施結果調査 

 

３ 指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の民間施設指定について（市民生活部） 

  気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保健機構法の一部を改正する法律が令和６年４月１日に

全面施行され、冷房設備が整った誰でも休憩できる施設を、熱中症特別警戒情報（以下「熱中症特別

警戒アラート」という。）が発表された場合に危険な暑さから避難できる場所として開放する指定暑熱

避難施設（以下「クーリングシェルター」という。）に市が指定できる制度等が創設された。 

これを受け民間事業者２社からクーリングシェルターへの指定について申し出があった。 

申し出のあった民間施設をクーリングシェルターに指定し、熱中症による重大な健康被害発生の防

止を図るもの。 

 

(1) 主な内容 

  ア 指定施設 

イオンモール石巻、ウエルシア薬局石巻赤十字病院前店の２施設 

      ※今後、上記以外にも申出があれば、順次指定する。 

なお、民間施設等をクーリングシェルターとして指定したときは、次の事項を定めた協定を締結

する。 

①協定の目的となるクーリングシェルターの名称、住所 

②開放可能日及び時間帯 

③受入可能人数 

④施設の管理に関する事項、協定の有効期間、その他必要な事項 

 

 イ 運用期間 

   指定の日から令和６年１０月２３日（水）まで 

   （国の熱中症特別警戒アラート運用期間は４月第４水曜日から１０月第４水曜日まで） 

翌年度以降、国の熱中症特別警戒アラート運用期間に合わせて実施していく。 

 

ウ 開放日及び時間帯 

   熱中症特別警戒アラートが発表された際に、施設の営業時間に準じて開放する。 

 

エ 受入可能人数 

   ２施設合計で１，０６６人 

 

(2) 今後の予定 

  令和６年７月 指定及び協定締結 

 

【その他】 

・令和５年度各種会計歳入歳出決算剰余金処分調書について（総務部） 
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以上 


